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昇任昇格に必要となる研修を受講できない職員が多数発生！

組合の忠告も聞かず拙速に導入した挙句、運用不備を露呈！

抽選で受講できないのは公平原則からの逸脱！当局は希望者全員の受講機会を保障すべき！

　今年度から当局は、組合との十分な合意もないまま、管理職登用試験や「目標による業務マネジメント」等の人事制度を導入しましたが、研修の受講について、「昇任昇格要件にも関わらず、すべての研修に外れてしまった。」、「来年も抽選に当たる保障がない」、「抽選にもれて研修を受けていないから昇格できないのは納得できない。」等々、多くの職員・組合員から不安・不満の声が自治労県職労に寄せられています。

昇任昇格には研修が必須条件に

　昇任昇格等にかかる制度の概要を説明すると、

①昇任昇格

・能力開発期（主事・主任主事級）、能力活用期（主査・副主幹級）の職員は、昇任昇格にあたって単位取得が要件とされました。

・「職の性格区分」に応じて、取得すべき研修単位数が設定されました。（右上表参照）

②管理職への登用

・管理職手当の支給を受ける職に就く職員の選抜。
・対象は、管理能力育成期、能力活用期の職員。

・受験資格の一つに、職員キャリア開発支援センターで実施するマネジメント研修の受講がある。

処遇に関わる研修を「抽選」！？
　多くの組合員の不安や不満は当たり前です。

　右下表のように、今年度は経過措置で研修の必要単位数は「なし」ですが、来年度は「能力開発期」は3単位、「能力活用期」は2単位必要とされます。

　再来年（2012年）4月に在級年数的に満たしても、今年度に研修を受講できなかった職員は、来年度3単位又は2単位取らなければいけません。また、現段階では、来年受講できる保障はどこにもありません。

　「働きぶり」や「能力」で昇格できなければあきらめもつきますが、「抽選に外れて研修を受講していないから昇格できない。」のでは、モチベーションが下がるどころか、公平原則からも逸脱し、公務員制度上の問題ともなります。

　職員の「キャリア」に関わることですから、最低限次のことは行うよう自治労県職労として要請します。

○希望者全員が受講できるよう今年度中に研修を追加する。

○困難な場合は、来年度、今年度抽選で外れた職員をまず優先的に受講させ、その上で、来年度の希望者全員が受講できるようにする。
＜職の性格区分別必要単位数一覧表（抜粋）＞

	職の区分
	ねらい
	取得すべき単位

	能力開発期（主事・主任主事級）
	職務を遂行するにあたり必要とされる基礎的な知識、能力等を集中的に習得するため、パワーアップ研修を中心に必要単位を設定する。
	· パワーアップ研修
　　14単位以上

・政策形成研修

　　 2単位以上

　計16単位以上

	能力活用期（主査・副主幹級）
	政策形成・立案や組織マネジメントに必要な知識、能力等を習得するため、政策形成研修及びマネジメント研修について必要単位を設定する。
	・政策形成研修及びマネジメント研修の合計

　　　6単位以上


○Ｈ22年3月31日在籍職員の経過措置

	年　度
	必要単位数（通算）

	
	能力開発期
	能力活用期

	22年度まで
	なし
	なし

	23・24年度まで
	3単位
	2単位

	25・26年度まで
	6単位
	4単位

	27・28年度まで
	9単位
	6単位

以下同じ

	29・30年度まで
	12単位
	

	31・32年度まで
	15単位
	

	33・34年度まで
	16単位

以下同じ
	


自治労県職連合第2回大会

自治労県職労第28回大会
　自治労県職連合・自治労県職労は9月8日、定期大会を開き、50名を超える代議員等が参加しました。

　分散会では、「残業ゼロ」の一方で仕事が減らない実態や人員不足、専門職の人材育成がされていなこと、「お茶1本買うのでも副所長決裁」等「不適正」問題以降の経理執行の厳格化による職場の混乱、臨任・非常勤職員の雇用不安や賃金労働条件問題などが出され、各々の職場の課題を共有化することができました。

　今後、こうした職場実態を踏まえ、職場集会を開催しながら、基本要求交渉を強力に展開していきます。
自治労県職連合・自治労県職労の新役員は次のとおり

	自治労神奈川県関係職員連合労働組合新役員体制

（自治労神奈川県職連合）
執行委員長　内海　義幸（自治労県職労）

副執行委員長　山崎　公江（自治労県職労）

　　　〃　　　　永井　美徳（自治労病院機構労組）

　　　〃　　　　高田　茂樹（ＫＡＳＴ労組）

書記長　米倉　尚人（自治労県職労）

執行委員　青木　栄治（自治労県職労）

　　　〃　　　　保坂　由文（自治労県職労）

　　　〃　　　　澤田キヨ子（自治労病院機構労組）

　　　〃　　　　山岡　　修（ＫＡＳＴ労組）　　　

自治労神奈川県職員労働組合新役員体制

（自治労神奈川県職労）
中央執行委員長　山崎　公江（住宅計画課）

副中央執行委員長　内海　義幸（かながわ労働Ｃ）

　　　　〃　　　　　青木　栄治（三浦しらとり園）

　　　　〃　　　　　和田　聡子（かながわ労働Ｃ）

事務局長　米倉　尚人（本部事務局）

事務局次長　保坂　由文（工業保安課）

中央執行委員　山口　一広（環境衛生課）

　　　　〃　　　　　佐々木　康（精神保健福祉Ｃ）

　　　　〃　　　　　曽根　一夫（横浜県税）

　　　　〃　　　　　冨岡　卓視（神奈川県税）

　　　　〃　　　　　畑　　国和（横三地域県政Ｃ）

　　　　〃　　　　　幸崎　竜太（三浦しらとり園）


	「意向申告書」「自己観察書」の電子化にあたり、またしても視覚障害職員への対応をせず！

当局は自ら策定した「情報バリアフリーガイドライン」を遵守せよ！

カネがなければ人権を軽んじてもいいのか！


　当局は今年度から、「意向申告書」・「自己観察書」を電子化しました。

　自治労県職労は、7月に案を示された段階で、「電子化は的確に対応すれば、視覚障害のある職員にとっても有効な手段である。音声化対応をきちんと行ってほしい。」と要望してきました。

　ところが、実施段階になって音声化対応されていないことが判明し、視覚障害のある組合員から怒りの声が上がっています。

人事給与システムも改善されず
　当局は「バリアフリーガイドライン」を策定し、庁内システム等の作成、更新にあたって、音声化対応等、障害のある職員も含めて使用できるように定めています。

　しかし、庁内システムの基本である「人事給与システム」は未だに音声化対応が不十分です。

　自治労県職労は、人事給与システムの計画段階から障害者対応を求めていましたが、当局は聞く耳を持たず、作成後に、「途中のシステム変更には莫大な費用がかかる。システムの更新時に検討する。」と回答しました。

　それにもかかわらず、昨年のシステム更新時には「莫大な費用がかかる。財政難なので音声化対応はできない」とこれまでの交渉経過を無にしました。
ないのは「カネ」ではなく、『人権感覚』

　そして今回の「意向申告書」・「自己観察書」電子化の問題です。

「財政が苦しいのに20数名の視覚障害のある職員のために費用はかけられない。」と考えているのか、「上司や同僚に手助けしてもらえばいい。」と単純に思っているのか不明ですが、いずれにしろ、問題なのは当局の人権感覚の欠如です。

　現在国では、「障害者権利条約」の批准に向けて、国内法整備の検討を行っていますが、条約批准後には、一連の県当局の行為（不作為も含め）は、明確な「差別的行為＝人権侵害」となり、国内法違反となります。

　当局はこうしたことをしっかり肝に銘じて、自らの人権感覚を磨いてほしいものです。

　それとも、まだ法制化されていないから、条例規則にも抵触していないから、ガイドラインぐらい引っかかっても「不適正」な対応ではない、とでも考えているのでしょうか？



今期最後の「おまけ」の募集！浜スタシーズンシート


組合員の方には2席：2,000円で提供します。


10月1日（金）までにメールまたはＦＡＸ等で、お申し込みください。


電話：045-201-2961　FAX：045-201-3253


Ｅ-mail:bsticket-jku@jku.or.jp


○10月7日（木）18時～　阪神戦





お待たせしました！


自治労県職連合恒例


地引網


○日　時：10月23日（土）11時から


○場　所：藤沢市鵠沼海岸「殿網」


　　　　（江ノ島水族館海側）


○参加費：家族2,000円


　　　　　単身1,000円











